様式１
令和　　年　　月　　日

[bookmark: _Hlk227513572]八戸市市営住宅退去者滞納家賃等回収業務に係る
公募型プロポーザル参加申請書及び誓約書

　（あて先）八戸市長

住　　　　所　　　
[bookmark: _Hlk227526451]商号又は名称　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

[bookmark: _Hlk227526478]私は「八戸市市営住宅退去者滞納家賃等回収業務委託」に係る公募型プロポーザルに参加したいので必要書類を添えて申請します。
なお、この申請書及び添付書類の記載事項については、事実と相違ありません。万が一事実と異なり参加資格の要件を欠く場合は、参加を辞退することを誓約します。

１　参加資格要件
	要　件
	適否記入欄

	(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。
	□適　　□否

	(2) 本告示の日以後において、八戸市から契約に係る指名停止を受けていないこと。
	□適　　□否

	(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員の統制下にある団体に該当しないこと。
	□適　　□否

	(4) 本告示の日以後において、会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。
	□適　　□否

	(5) 本告示の日において、納期の到来した市税、法人税（参加表明者が個人の場合は所得税）並びに消費税及び地方消費税を滞納していないこと。
	□適　　□否

	(6) 弁護士法（昭和24年法律第205号）第４条に規定する弁護士又は同法第30条の２に規定する弁護士法人であること。
	□適　　□否

	(7) 弁護士法第57条第２項第２号から第４号に規定する懲戒の処分を受けたことがないこと。
	□適　　□否

	(8) 過去２年の間に、国、地方公共団体または地方独立行政法人における債権回収事務を履行した実績があること。
	□適　　□否

	(9) 一般財団法人日本情報経済社会推進協会が認定するプライバシーマーク制度認証又は一般社団法人情報マネジメントシステム認定センターが認定するＩＳＭＳ適合性評価制度認証を取得しているものであること。
	□適　　□否




【留意事項】
　・代表者印を押印すること。

２　添付書類
・参加申込者概要（様式３）
・決算報告書・・・直近２事業年度。（写し可）
・印鑑証明書・・・提出日前３月以内に発行されたもの。（写し可）

必要に応じて（各１部）
	条　件
	書　類

	弁護士の場合
	弁護士資格を有していることを確認できる証明書


	
	所得税、消費税、地方消費税及び住民税に滞納がないことの証明書又はその写し※提出日前３か月以内に発行されたもの

	弁護士法人の場合
	登記事項証明書（履歴事項全部証明書）又はその写し※提出日前３か月以内に発行されたもの

	
	法人税、消費税、地方消費税及び法人市民税に滞納がないことの証明書又はその写し※提出日前３か月以内に発行されたもの

	本プロポーザル及び契約等に関し、支店又は営業所等に権限を委任される場合
	委任状（様式２）



３　当該業務担当者（連絡先）

	項　　目
	内　　　　　　　　容

	商号又は名称
	

	担当者
	郵便番号・住所
	

	
	所　属
	

	
	役　職
	

	
	氏　名
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	





様式２


委　　　　任　　　　状

令和　　年　　月　　日

（あて先）八戸市長

　　　　　　　　　　　　　　　委任者　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称実　印


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名



八戸市市営住宅退去者滞納家賃等回収業務委託に係る公募型プロポーザルにおいて、下記の者を受任者（代理人）と定め、次の権限を委任します。

１．受任者（代理人）
所在地

商号又は名称受任者印(使用印鑑)


職氏名

２．委任事項
（１）　参加申請に関する一切の件
（２）　企画提案に関する一切の件
（３）　見積もりに関する一切の件
（４）　契約締結及び契約に定める関係書類に関する一切の件
（５）　物品の納入及び契約の履行に関する件

○注意事項
・委任行為を限定するときは、委任しない事項を二重線で抹消し、訂正印(実印)を押印してください。


様式３

参　加　申　込　者　概　要　書
	（ふりがな）
名称
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



	代表者
	役職　　　　　　　　氏名


	本社所在地

	（〒　　　　　　　）


	営業所等所在地
（本社が市外の場合のみ）
	

	設立年月日
	　　　　年　　月　　日


	資本金
	


	直近の売上高
	


	直近の当期純利益
	


	従業員数
※「正規雇用者」は、パート、アルバイト、契約社員、派遣社員を除いた者を記載してください。
	名（うち、正規雇用者　　　　　名）


	事業内容



	






	情報セキュリティに関する管理体制
（情報セキュリティマネジメントシステム国際規格認証や個人情報保護マネジメントシステム規格認定の取得内容を記載してください。）※認証の写しを添付すること。
	




	会社の主な実績
（地方公共団体の債権回収に関係のある業務があれば記載してください。）※実施年度、地方公共団体名、債権名称等を記載すること。
※過去２年に実績があること。
	








様式４
　　　　令和　　年　　月　　日

 提案書作成に関する質問書 

商号又は名称：
代表者職氏名：
担当者及び連絡先
担　当：
住　所：〒
電　話：
F A X：
E-mail：


	
	質問内容
	資料名及び
ページ番号

	１
	


	

	２
	


	

	３
	
	


※質問受付期限　令和８年５月 12 日（火）午後５時必着


【留意事項】
・電子メールにより提出すること。
・電子メール以外での質問、提出期間を過ぎてからの質問、本業務に関係のない質問は受理しない。
・回答は、令和８年５月15日（金）までに八戸市ホームページに掲載する。
・提出先　八戸市建設部　建築住宅課　住宅グループ
住　所：031-8686　青森県八戸市内丸一丁目１番１号
電　話：0178-43-9109（住宅グループ直通）
E-mail：kenchiku@city.hachinohe.aomori.jp


様式５
　令和　　年　　月　　日

（あて先）八戸市長

住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印


企 画 提 案 書 提 出 届

八戸市市営住宅退去者滞納家賃等回収業務委託に係る公募型プロポーザル実施要領に基づき、企画提案書を提出します。

記

１　業務名
　八戸市市営住宅退去者滞納家賃等回収業務

２　添付書類
・企画提案書　（任意様式・A４判）

３　企画提案に関する担当者（連絡先）
	所  　属
	

	職・氏名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	



【留意事項】
・代表者印を押印すること。


